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プロローグ
平成15年11月29日に開催された、関西大学法学研究所の第26回現代法セミナー「河川環境行政の推
進とパートナーシップ」において筆者が報告した「淀川水系流域委員会の活動と今後の課題」を取り
まとめ執筆せよ、というのが筆者に課せられたテーマである。
しかしながら、淀川水系流域委員会（以下、委員会という）と国土交通省近畿地方整備局（以下、
河川管理者という）の取り組みは、その後めざましい展開があり、河川行政や流域社会にインパクト
を与えてきた。そして今は最終のテーマである琵琶湖・淀川水系において事業中の4つの新設ダム建
設と 1つの既設ダム改造について、その是非を巡って熱い議論の渦中にある。ここにおいて「報告」
の時点までの状況を取りまとめて原稿にするのみでは、主催者ならびに読者の期待に十分答えること
はできないと考え、本稿では報告した内容に最新の情報を加えたものにしたことをお許しいただきた
い。
1 . 琵琶湖・淀川流域の概要
わが国最大•最古の湖である琵琶湖から流れ出
す「瀬田川～宇治川」、京都府京北町・日吉町を
水源とする「桂川」、三重県伊賀地方と奈良県宇
陀郡の水を集める「木津川」の、いわゆる「淀川
三川」は、京都府八幡市で合流して「淀川」にな
り大阪湾に流入する。この琵琶湖と淀川三川の集
水域の全体が琵琶湖・淀川流域で、それは2府4
県にまたがっている。
図ー 1 琵琶湖・淀川水系図
編集部注＊ 木津川源流研究所長・淀川水系流域委員会委員 本稿は、 2003年1月29日開催法学研究所第26回現代法セ
ミナーの報告原稿に加筆修正したものである。
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近畿地方は、古墳時代から治水のパイオニアで
あった。そしてこの流域は、平安京や難波京などた
びたび都が置かれ、永くわが国の政治・文化の中心
地として栄えた。
いま、この流域の水利用圏域内人口は約1,660万
人で、淀川本川から取水して上水道として飲んでい
る人々だけでも約1,400万人もいる。淀川の水を原
水とする水道水は、西は兵庫県須磨区西部、南は大
阪府泉南郡岬町まで送られている。
この淀川の流域面積は8,240k前で、全国七番目の
広さである。ちなみに、淀川流域の市街化面積は約
1,000k前であるが、人ロ・資産の多くがかっての氾
濫原に集積している。一般に、日本は山地が多く、
全国土の10%にすぎない沖積平野に、全人口の51%、
総資産の75%が集中していると言われている。その
ため河川が氾濫すると被害は大変深刻なものとなる。
淀川流域では、623年（推古天皇の時代）から1980年
までの約1,350年間に記録に残された大水害だけで
も220回が数えられ、これを平均すると 6年に 1回
は流域で大水害が起こっていたことになる。
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図ー 2 水道配水区域図
2 • 琵琶湖・淀川水系における近代河川整備の歴史
明治政府樹立によって、わが国は近代国家建設へと大きく舵を切ったがそのための重要な社会基盤
整備として、河川や港湾の整備が必要であった。政府は、これらの近代化について海外から最新の技
術を導入しようとオランダ人技術者を招聘し、欧米に留学生を派遣した。
オランダでは19世紀後半、沖積低地で大規模な干拓や河川改修が行われ、豊富な経験と技術を蓄積
していた。明治5年から順次、総勢6人のオランダ人技術者が来日したが、その中で特に活躍したの
が、ファン・ドールン、エッシャー、デ・レーケ、ムルデルである。当初、彼らに与えられたのは、
港湾整備と一体の河口部改修、舟運を主目的とする低水工事だった。低水工事は低水路整備土砂流出
防止、洪水の疎通改善が主で、淀川、利根川、木曽川等の大河川において政府直轄で進められた。彼
らは近代科学技術に基づき、地形、水位等を観測して基礎データを得、水理式等を駆使して計画を策
定した。彼らは明治20年代までわが国の河川整備に主導的な役割を果たした。
特に著名なものは、ムルデルによる利根運河、デ・レーケによる木津川砂防、木曽川改修計画であ
る。これらにより、河川事業は築堤中心の洪水防御（河道主義）へと大きく転換して行く。国直轄の
治水工事が本格的に始まるのは明治29年 (1896)の河川法の成立による。（ほぼ同時に、砂防法、森
林法が制定された。）淀川では明治18年 (1885)大阪市街地が濁流で洗われ、橋梁が流失するなど大
水害が発生し、都市機能に大きな支障を来たした。淀川治水は流出土砂との関連で大阪港の近代化と
も密接に関連し、淀川改修事業は必要不可欠な社会基盤整備であった。淀川改良工事は明治29年
(1896)に着手され、最新の掘削機、浚渫船、機関車等を海外から導入し、大規模な土木工事が実施
された。わが国の近代河川整備はまさに淀川流域から始まったのである。
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3 . 淀川水系流域委員会の概要
委員会の歴史は、平成12年7月の準備会議のスタートに遡る。平成9年6月に改正された河川法に
基づき、平成13年2月に近畿地方整備局長は、今後概ね20-30年間の琵琶湖・淀川水系の河川整備計
画の策定にあたり意見具申する学識経験者等の委員会としてこの委員会を設置した。委員の選出過程
は後で詳述するが、委員会は、治水・防災• 水資源・環境などの学識経験者、地域の事情に詳しい住
民、自然保護団体、マスコミ関係者など52名（発足当初）の委員で構成された。
• 大学教員または元大学教員・・・・・・・ ・30名
・法律家（弁護士） ・・・・. . . . . . . . 2名
• 有識者・・・・・ .......... 4名
・地域の事情に詳しい委員 (NP0など） ・ 14名
・行政職員（研究部門） ・・・・・・・. . . 3名
※委員の専門分野：河川工学・ 洪水防御• 治山• 砂防、河道変動、水資源、農林、漁業、動・
植物、生態、水環境、水質、教育、法律、経済、文化、市民活動、地域・
まちづくり、マスコミ、地域特性など
4. 河川法改正の経緯
河川法改正の経緯について河川管理者が発表した説明の原文をつぎに紹介する。
【河川法の改正について】
明治29年、河川法制定
明治18年に枚方で淀川が決壊して大洪水になりました。その洪水を契機にして河川法ができまし
た。そのときは洪水対策、治水をいかにするかを定めた法律でした。
昭和39年• 新河川法の制定
高度成長期で水需要が非常に増えてきて、水が足りないという状況のなかで、新しい河川法とし
て、従来の治水に加えて水資源開発を位置付けました。
洪水対策、水供給といった単純でわかりやすい目標があった時代には、国民が行政に対して「任
せる」、行政も「任される」という関係でよかったのかも知れません。しかし、物質的、経済的に
も豊かになり、「やはり、自然環境が大事」など、多様な価値観が出てきました。このような時代
の変化のなかで、単純でわかりやすい目標設定が困難になり、国民の「勝手にするな！」という声
に対して、行政が従来の考え方、慣性力のままで進むことへの不信感が出てきました。そこで河川
行政を変えていかなくてはならないということで、河川法を改正しました。
平成9年、河川法改正
● 従来の「治水」「水資源開発」に加えて、「河川環境の保全と整備」を目的として位置付けまし
た。
● 従来の「行政に任せてください我々が計画も決めてやります。」といったやり方から、「行政は
勝手にしません。」というやり方に変えます。計画をつくる際にも、住民意見を反映するような
しくみをつくります。
（河川敷保全利用円卓会議参考資料ー 1より）
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5 . 河川法改正の内容
法改正に伴い、これまでの「治水」「利水」に加えて「河川環境の保全」が法の目的に追加された。
また、これまでの「工事実施基本計画」に代わって、長期的な河川整備の基本となるべき方針を示す
「河川整備基本方針」と、今後20---30年間の具体的な河川整備の内容を示す「河川整備計画」が策定
されることになり、後者については学識者、地域住民、地方公共団体の長などの意見を反映する手続
きが導入された。
委員会設置の根拠となった河川法の規定は第16条の2の3項である。
そこには「河川管理者は、河川整備計画の案を作成しようとする場合において必要があると認める
ときは、河川に関し学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。」と定められている。
6. 河川整備計画策定のプロセス
(1) 河川法上の位置付け
Iステップ1 河川整備基本方針I
(1級河川については社会資本整備審議会～基本方針／基本高水／計画高水流量配分等）
※方針の策定過程に広く意見を聴くしくみはない。
Iステップ2 河川整備計画1
（河川工事、河川の維持の内容）
【計画策定の手続】
厘二翌
↓←意見学識経験者
↓←意見 公聴会等住民意見聴取反映
阿川整備計画の案の作成I
↓←意見 地方公共団体の長
阿川整備計画の決定I
(2) 基礎原案での位置付け（※近畿地方整備局方式）
履二薗（淀川水系流域委員会）
I河川整備計画基礎原案←※
↓←流域委員会
↓←住民• 自治体等の意見※対話集会の継続
↓←他の計画（地域開発／水需要／防災等）
阿川整備基本方針の策定I
↓←法令に基く手続（ステップ2対応）
I河川整備計画の策定I(近畿地方整備局長）
↓→→→→↓ 
國 I検討見直しI→※
↓←自然環境・社会環境のモニタリング
洞川工事の実施・維持I
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7 . 河川整備計画策定のプロセス
近畿地方整備局長が委員会に諮問したのは、つぎの二つの事項である。
(1) 河川整備計画策定に意見を述べること。
(2) 河川整備計画策定にあたり一般意見聴取・反映の方法について意見を述べること。
ちなみに、河川法第16条の2の4項は、一般意見聴取・反映の方法について「河川管理者は、前項
(3項）に規定する場合において必要があると認めるときは、公聴会の開催等関係住民の意見を反映
させるために必要な措置を講じなければならない。」と定めている。
8. 委員会の特色
① 整備局が自ら委員を選任しなかった点。
近畿地方建設局局長が委嘱した 4 人の学識経験者（河川工学• 生態学・文化人類学・弁護士）に
よる準備会議が、新聞広告等により近畿地方を中心とした広い地域から自薦• 他薦による委員の公
募を行い、応募のあった83名、準備会議委員の推薦116名、河川管理者の参考リスト225名（重複あ
り）の中から厳選し、本人の内諾を得て52名の委員を建設省近畿地方建設局（現国土交通省近畿地
方整備局）局長に推薦した。
発足当初の委員数は52名であったが、辞任や新たな任命などがあり、現在は53名で構成されてい
る。
② 委員数が多いこと。
③ 自主• 独立の運営・審議。
従来、この種の官製の委員会では、最初に河川管理者から原案が示され、それに委員が意見を述
べて多少の修正をする、という進め方がごく一般的であるが、この委員会の特徴は、まず河川整備
計画を策定する際に留意すべき事項を流域委員会が提言し、河川管理者はその提言を尊重しながら
基礎原案を策定し、さらに策定された基礎原案について流域委員会が意見を述べ、内容を進化させ
て行くという審議のプロセスを採用したことである。しかも、中間とりまとめ・提言・意見書は、
委員自らが分担執筆し、それを作業部会で取りまとめた。
④ 整備局が庶務を担当せず、民間シンクタンクに委託したこと。
⑤ 会議の傍聴自由、議論の過程• 議事録の公開、ニュースレター発行、ホームページ開設などによ
る徹底した情報公開。
⑥ 常時の一般意見募集、委員会による意見聴取会の開催。
⑦ 実地見学、視察などの現場主義。
9. 委員会の組織
委員会は、地域部会として（全体）委員会、淀川部会（淀川本川、桂川、宇治川、木津川を担当）、
琵琶湖部会、猪名川部会、専門部会として環境•利用部会、治水部会、利水部会、住民参加部会に
よって構成されている。
また、必要に応じて、特定のテーマをより専門的かつ集中的に検討するための水需要管理、水位管
理、水質、ダム、一般意見聴取などのワーキンググループを設け、提言や意見書を取りまとめるとき
には作業部会を設けた。
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匿
委員長
部会長
副部会長
1 1名
境•利用部会※I 2 9名
直（民間会社） I i_神竺：加部会渕 1 7名
I 般意見聴取反映作業部会※I
憶見書作業部会※I
註1委員の部会所属は兼任あり
註2 ※印は筆者が参加した部会
図ー 3 淀川水系流域委員会組織図
10. 中間とりまとめ
委員会は、設立後1年余り後の平成14年5月に「中間とりまとめ」を発表した。
1. 提言
委員会は平成15年 1月に「新たな河川整備をめざして」と題する提言（以下、提言と言う）と「河
川整備計画策定時における一般意見聴取反映方法について」と題する提言別冊（以下、提言別冊と言
う）を整備局に提出した。それは今後の琵琶湖・淀川水系の河川管理のあり方について、これまでの
河川整備のあり方を大きく転換すべきとするものであった。
12. 基礎原案
委員会の提言を受け、整備局は平成15年9月に「淀川水系河川整備計画基礎原案」（以下、基礎原
案と言う）と「淀川水系河川整備計画基礎原案に係る具体的な整備内容シート」（以下、整備内容
シートと言う）を発表した。それは委員会の提言を真摯に受け止め、これまでの河川整備のあり方を
大きく転換しようとする河川管理者の決意を表す内容であった。
13. 意見書
基礎原案を受けた委員会は、平成15年12月9日、発足以来53名の委員が2年9ヶ月にわたり、延べ
300回を越える真剣な議論を経た成果を盛り込んだ「意見書」を整備局に提出した。これは、提言が
基礎原案にどのように反映されているかという観点から、委員の意見をまとめたものである。また、
基礎原案の内容を「新たな川づくり」に相応しい、さらに高度な内容にしようとするもので、委員会
の考え方、整備計画の方向性、基礎原案の問題点など詳細に意見を述べたものである。
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14. 基礎案
意見書を受けた河川管理者は、平成16年5月8日に基礎原案を一部修正し、より完成度の高い「基
礎案」を発表した。
15. 淀川水系の河川と流域の主な問題点
琵琶湖・淀川水系の河川・湖とその流域が抱える諸問題のうち、特に顕著と考えられる事項を以下
に列記する。
(1) 治水
・人と川との関わりの希薄化による洪水に対する危機意識の低下。
• 治水の問題を河道の中だけで考えてきたこと。
• 過大な治水計画～大きすぎる基本高水流量。
• 狭窄部、無堤地区、脆弱な堤防、高すぎる堤防などの存在。
●蠅防の高さと被害の震合
, , . ;i;f尋9中塁9轡, ' 
↓ 
_, ••• , 幽～幽パ~c.,,,,
↓ 
湯訪誓寓くしたことによ..て費心墨が崖Ith,布樹鱚が撮訪のそばまt'!/t?いた.-力で編
漫彎に濃出ずる水量が罐しSちI:'壌濾的な櫨●をおよぼすおそれが隻鸞れたが
図ー4 淀川の堤防の変遷
• 土地利用や都市計画の貧困による堤防直近や湖岸隣接の水害危険地への人ロ・資産の集中。
・降雨形態の変化。
• 森林の維持管理不能や水田の都市化による一時貯留や地下への浸透機能の減少。
• その他
(2) 利水
• 過大な水需要に基づく際限のない水資源（施設）の開発。
・農業・工業・水道利用など水利権と実際利用状況との著しい乖離。
•森林の維持管理不能や水田の都市化による水源涵養機能の低下。
•水循環の分断
• その他
(3) 河川環境
• 汚濁発生源の量的・質的な拡大。増大による水質・底質の悪化。
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• 動植物の生息域の減少、水質の悪化による生物• 生態系存続の危機。
・外来種の蔓延による在来種存続の危機的状況。
• 無秩序な河川敷や水面の利用。
• 川本来の姿の喪失～瀬・淵• なだらかな水辺、変化に富んだ河原、水と緑豊かな景観など川の持
つ多様な価値の喪失。
・ダムや堰の建設による河川・湖の水位変化の減少に伴う撹乱の減少。
• 川と堤内地（町）との河川横断方向の連続性の遮断。
・ダムや堰による山～川～海に至る河川縦断方向の連続性の遮断。
・ダムや堰による土砂移動の遮断。
• その他
(4) 住民参加・情報公開•合意形成
•住民意見の聴取・反映のしくみの欠如
・情報公開の不徹底
•住民参加のしくみや機会の欠如
• 縦割り行政の欠陥
(5) 今後の社会的課題
・急激な高齢化と人口減少（予測）
• 国・地方の財政破綻
16. 提言、基礎原案、意見書の要点
(1) 川づくりの理念転換
1)提言（委員会）
① 治水• 利水を中心とした河川整備から、河川や湖沼の環境保全• 再生を重視した河川整備へ
の転換
② 一定規模以下の洪水に対する水害の防止から、いかなる洪水に対しても被害を回避・軽減す
ることへの転換
③ 水需要の拡大に応じた水資源開発から、水需給を管理し一定の枠内でバランスをとる水需要
管理への転換
④ 人間中心の河川利用から河川生態系と共生する利用への転換
⑤ 行政主導の計画策定から、多様な意見を聴取し、住民が計画づくりに参加する河川整備への
転換
2)基礎原案（河川管理者）
① 治水• 利水を中心とした河川整備から河川や湖沼の環境保全・再生を重視した河川整備へ、
そして治水• 利水に関しても環境をベースとして理念転換を図る。
② 河川内での対応には限界があり、流域一体となった対応が必要。このため、河川管理者、自
治体、企業、住民等流域のあらゆる関係者が連携•協働し、様々な場面で参加できる仕組みづ
くりをめざす。
③ 今後の社会状況の変化や施策のモニタリング等を踏まえた再評価を行い、所定の手続きを経
て、随時計画を改定し、追加• 修正• 中止等を行なう。委員会は、見直し、点検にあたって意
見を聴く場として継続する。
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3)意見書（委員会）
基礎原案の内容は河川法改正の趣旨に沿っており、委員会の提言をよく反映しており、高く評
価できる。これらの計画を以下に早期に具体化するかが問題である。
(2) 河川環境
1)提言（委員会）
琵琶湖・淀川水系の環境保全の目標として、流域が豊かな生態機能を持っていた1960年代を強
く意識する。「川が川をつくる」のを少し人が手伝うことを基本に、回復の様子をモニタリング
しつつ、順応的に管理する河川整備に転換すべきである。
2)基礎原案（河川管理者）
河川や湖沼の環境の保全・再生を重視した河川整備を行う。計画・実施にあたっては、人工的
な改変によって川をかたち造るという発想ではなく、「川が川をつくる」のを手伝う、という考
え方を念頭に整備する。
これまで実施してきた多自然型工法の再評価を基に、河川の横断方向・縦断方向の連続性を修
復する。また、• 河川のダイナミズムを回復するために、ダム・堰の弾力的運用による水位変動
など河川の撹乱機能を回復するとともに、漸減操作により生態系の持続可能性に配慮する。水質
管理については河川に流入する汚濁の総負荷量管理の実施を検討する。
3)意見書（委員会）
「環境」という分野は、これまで河川管理者が不得手としてきた分野で、地元の状況に詳しい
有識者や学識経験者などの協力を得て検討する必要がある。モニタリングは、単に実施するだけ
でなく、結果を河川整備に活用することが重要である。
□河川形状
これまでの河川整備による河川形状が、結果として、河川環境に悪影響をもたらしたことは否
定できない。横断方向も縦断方向も基本的に「なだらかな形状変化」が望ましい。横断方向には
水陸移行帯を形成することが重要。ダム、堰、落差工などには、有効な魚道の新設・改築が望ま
れる。
□水位
基礎原案で取り上げられた「淀川大堰における試行」と「瀬田川洗堰における試験操作」は実
績があるが継続的な試行が望まれる。「琵琶湖の急速な水位低下と低水位の長期化の抑制」につ
いて事業中のダム事業そのものが未決着であるため、結果によって見直す必要がある。
□水量
基礎原案の「ダム・堰における撹乱操作」と「瀬田川洗堰および天ヶ瀬ダムにおける漸減操作
の検討」については、治水および利水への影響を把握するとともに、このような操作により得ら
れる効果を確認する必要がある。また「維持流量についての調査・検討（瀬切れ• 水質汚濁）」
については、利水者あるいは下水道事業者等の協力を得て早期の決着が望まれる。
□水質
基礎原案の「琵琶湖・淀川流域水質管理協議会（仮称）設立の検討」の協議会については、
「整備方針」で記載されていた「河川の流入汚濁の総負荷量管理」が「具体的な整備内容」の記
載から欠落している。これは協議会の重要な目的でもあり、今後の水質対策は総負荷量の対策抜
きには語れない。これに挑戦しようという河川管理者の意欲を高く評価したいと思うだけに、記
載漏れは残念である。
「琵琶湖の水質保全対策」「ダム湖の水質および放流水質保全対策」「河川の水質保全対策」に
ついては、概ね適切であるが、細部では、修正・追加が必要なところもある。
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□土砂
河川では、土砂移動が河道形状や環境を支配している。「土砂動態のモニタリングの実施」「森
林の保全・整備、土砂移動の連続性の確保」「砂防施設の整備」などの実施により、中長期的な
動的平衡を保つことが望ましいが、短期的・局所的には平衡を失うことは避けられない。従って、
ある程度の人為的操作が必要となるが、提言や基礎原案に言う「川が川をつくる」のを手助けす
るという理念からは、できるだけ自然に任せることが重要である。
□生態系
基礎原案に掲げられた「生物の生息• 生育環境の保全・ 再生」は勿論であるが、「外来種の問
題」は、国際化時代の宿命とも言え、魚類など動物ばかりでなく植物の分野でも大きな問題と
なっている。基礎原案に示された天然記念物イタセンパラばかりでなく、それ以外の在来種の保
護・育成にも努力されることが望まれる。外来種対策では、関係省庁• 自治体・住民との連携が
とくに重要である。
□景観、生息•生育環境に配慮した工事の
施工
景観は、「土地がもつさまざまな生態的
特性の総合」でもある。新設・改築する施
設等が周辺景観と調和することが必要でで
きるだけ「目立たぬように」するのが望ま
しい。「ダム湖法面の裸地対策」について
は問題が多い。樹林帯の保全については、
治水などに支障がないかぎり、保護・育成
するのが望ましい。生物の生息• 生育環境
に配慮した工事の施工に示された施策は、
いずれも概ね適切である。
(3) 治水
1)提言（委員会）
どのような大きな洪水に対しても、被害
を回避軽減することが重要である。そのた
めには「堤防を強化し破堤しにくくするた
めの対策」、「氾濫した場合に被害を最小限
にする流域全体での対応（ハザードマップ
の配布、避難等のソフト対策、浸水に対し
てしたたかなまちづくり等）」が必要であ
る。現在の堤防は、土や砂でできており大
規模な洪水では破堤して水害が起こる可能
性が高いので堤防強化が必要である。治水
安全度は地域によってかなり格差があるの
で、水害常習地については地域特性に応じ
た治水安全度の確保が必要である。狭窄部
はできるだけ開削せずに上流部の被害を軽
減することが望ましい。
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ケレッブ水鯖によるワンドの形成
図ー 5 淀川のワンド
図ー 6 河川の構造と各部の名称
2)基礎原案（河川管理者）
① 水害発生防止から水害被害軽減への転換を図る。
② 超過洪水・自然環境を考慮した治水対策を行なう。
③ 地域特性に応じた治水対策を実施する
④ 堤防を強化し破堤しにくくする。
3)意見書（委員会）
□治水の理念
提言では、これまでの「水害の発生を防止する」という考えを「水害による被害を軽減する」
に転換しようと、これまでの治水の考え方を大きく変えるよう提案した。これは、防止から軽減
にレベルダウンするのではない。自然現象を完全に押さえ込むことは現実には不可能であるから、
不可能な夢を追うのは止めて、実現可能な道を選ぼうということである。この点に関して、河川
管理者と流域委員会は認識を同じくしている。
□水害への対応：流域対応と河川対応
提言では、これまでの河川改修などの対策を「河川対応」、「堤内地」（住民が住んでいる側）
での対策を「流域対応」と名付けた。「水害は必ず発生する」という観点に立つと、住民自身も
自ら水害に備える必要がある。基礎原案でも河川対応に先んじて流域対応が取り上げられている。
流域対応を、①自分で守る、②みんなで守る、③地域で守る、に分類しているが、この考え方や
わかりやすい表現は評価できる。しかし、「流域対応」では、「日頃からしておくこと」、「いざと
なったらすること」を具体的に示さなければ役に立たない。
D堤防強化
河川の堤防は「土堤原則」により、土でつくり異物を入れないことを原則としてきた。現実の
堤防は、砂でできている例も多い。そのため、実際は非常に脆い。河川管理者も率直にこのこと
を認めているが、これは勇気のいることだった。基礎原案では2つの強化法が示されている。高
規格堤防と堤防補強である。高規格堤防は、街づくりの一環として実施されるため、調整に時間
がかかり費用も莫大である。
堤防補強にはいろいろな方法があるが、技術的に未解明な問題が数多くあるため、速やかに技
術的検討することを要望する。
D狭窄部上流の浸水被害の解消
桂川、木津川上流、猪名川の3河川のそれぞれ保津峡、岩倉峡、銀橋の狭窄部は「当面開削し
ない」と明言し、「狭窄部上流の浸水被害の軽減」するとしたことの意義は非常に大きい。「狭窄
部上流の浸水被害の軽減」では、既往最大規模の洪水に対す浸水被害の解消を目標とした対策を
検討するとしているが、「既往最大規模の洪水」を採用したこと、「解消」とせずにあえて「軽
減」としたことについては、その理由を明記すべきである。
□琵琶湖沿岸の浸水被害の軽減
琵琶湖沿岸の浸水被害の軽減については、琵琶湖からの放流量の増大のみが対象とされている
が、ここにも「河川対応」と「流域対応」が重要である。琵琶湖からの放流量を増大させるため
の、瀬田川洗堰の放流能力の増大と瀬田川下流の流下能力の増大については、概ね適切であるが、
鹿跳峡谷の流下能力の増大については、歴史・景観等の観点から開削は不適切であり、宇治川塔
の島地区の流下能力の増大についても、河床掘削はできるだけ避けるのが望ましい。天ヶ瀬ダム
の放流能力の増大については、許容できるが、増大量は琵琶湖周辺での対応を加えて総合的に判
断する必要がある。
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(4) 利水
1)提言（委員会）
水需給が一定の枠内でバランスすることが重要であり、これまでの需要に応じて際限なく水を
供給する管理から水需要管理への転換が必要である。このため、水需要の精査確認、水利権の合
理化、水利権の用途間調整、水融通のシステムが求められる。
2)基礎原案（河川管理者）
① 水供給管理から水需要管理への転換を図る。
3)意見書（委員会）
□利水の理念
これまで河川管理者は、水需要が拡大し続けるという予測に応じて、ダム建設などの水資源開
発を行い、「水供給管理」を行ってきたが、流域委員会はその提言で、これからは水需給が一定
の枠内でバランスされるように水需要を管理・抑制する「水需要管理」へと転換する必要がある
とした。流域委員会が「水需要管理」という新しい考え方を提言したのは、
(1) 河川の流水には自ずと限界がある。
(2) 河川環境保全の為にも取水量には制限がある。
(3) ダムや堰は環境を悪化させる。
このような理由から際限なく水資源を開発することはできないと考えたからに他ならない。
基礎原案でも、利水の基本的な考え方として「水需要の抑制」を取り入れている。さらに、
「水需要予測の見直しを踏まえ、既存水資源開発施設の運用や新規施設の計画の内容を見直す」、
「水需要の抑制を図るべく利水者や自治体との連携を強化する」としており、水需要管理ヘ一歩
踏み出したものとして注目に値する。
しかし、「水需要抑制」を行う理由が明確でない。水需要管理という新しい理念を具体化しよ
うというのであれば、「利水を目的とする新規の水資源開発は原則として行わない」ということ
を明確にする必要がある。
□利水の整備内容
飲輯水、調理≫ 浣濯、凰呂掃除
水洗トイレへ散水等
図ー7 水使用形態の分類
「利水者の水需要の精査確認」では、これまでの水需要予測が実績と乖離した原因を検討しよ
うとする積極的姿勢がうかがえない。また、精査確認を単に「水利権更新の際に行う」としてい
るのは説明不足である。「水利権の見直しと用途間転用」では、「水需要の精査確認を踏まえ、水
利用の合理化に向けた取組みを行う」としているが、「少雨化傾向等による利水安全度評価や河
川環境を踏まえて関係機関と調整する」とし、積極的な姿勢が見られない。農業用水については、
許可水利権化の促進や、地域の水環境に関する要望への配慮など、概ね適切である。既設ダム等
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の効率的運用による渇水対策の検討および実施につい
ても、概ね適切である。これまでの渇水対策会議を組
織改正して、効率的な利水運用や水需要抑制について
総合的に検討することは重要であるが、その前提とし
て、水需要の精査確認や水需要予測手法• 原単位など
の公表を早急に行う必要がある。水需要の過大予測と
いったこれまでの誤りを正さないかぎり、新たな利水
の展開はすべきでない。
(5) 利用
1)提言（委員会）
河川には独特の自然と多様な生態系が存在しており、
「河川生態系と共生する利用」を基本に「人間中心の
利用」を反省し、「川でなければできない利用」、「川
に生かされた利用」を重視する必要がある。公共の空
間である河川敷や水面の独占的・排他的利用の排除や
不法行為の排除は勿論であるが、河川敷のゴルフ場や 図ー 8 節水キャンペーン
グラウンド等を利用している多くの人々の「できるだ
け残してほしい」という非常に強い要望があることも事実であり、利用者のニーズの大きさと利
用に伴う河川環境への影響をどのように評価するのかが大きな課題である。
2)基礎原案（河川管理者）
河川生態系と共生する利用を重視し、川でなければできない利用、川に活かされた利用を優先
するため、本来河川敷以外で利用するものについては縮小していくことを基本とする。
3)意見書（委員会）
□利用の理念
提言では、これからの利用は「河川生態系と共生する利用」であるべきとし、「川でなければ
できない利用」「川に活かされた利用」を優先するとしたが、自然が失われた都市空間で暮らす
人々の川の利用への要求が大きくなるに従い、さまざまな問題がでてきている。
□水面利用
例えば、水面の利用では、水上オートバイやプレジャーボートの利用が増加するに伴って、水
質汚染や事故が懸念されるようになり、規制が必要となってきている。その一方で、河川は自然
を体験する貴重な場であり、河川に関わる人材の育成や環境教育の推進を望む声も高くなってき
ている。
□高水敷利用
堤内地における公園や運動広場が少ないことから河川敷の利用を希望する声が高いのに対して、
「河川生態系と共生する利用」からは程遠いとして、これらの排除を望む声もある。
基礎原案では「本来河川敷以外で利用するものについては縮小していくことを基本とする」と
し、河川保全利用委員会（仮称）を設置し、個々の案件ごとに判断するとしている。委員会とし
ては、基本に立ち返り、「河川生態系と共生する利用」を大原則として、運動場等については堤
内地への移転を促進し、長期的には解消することを要望する。
□舟運
舟運の復活については、主として防災上の観点から推進しようとしているが、船舶やプレ
ジャーボートなどによる、航送波による水辺の侵蝕、浄水場取水口への濁水侵入、油や排気ガス
による水質汚染などの問題が生じるおそれがあり、自然環境への影響という観点からすれば、慎
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重な検討が必要である。
すでに「淀川舟運研究会」、「淀川大堰間門検討委員会」が設立され検討が行われているが、よ
り徹底した情報公開、「淀川環境委員会」との情報・意見交換、環境保全に関わる学識経験者、
住民• 住民団体の参加による開かれた検討を行う必要がある。
□漁業
基礎原案に示された「河川環境を保全• 再生し、結果として水産資源の保護・回復につなげ
る」という基本方針は概ね適切であり、河川管理者、内水面漁業者ともに、アユなど経済魚種の
みを対象とするこれまでの考え方から、淀川水系がもつ本来の多様な生態系を保全するという考
え方に立って、持続的な漁業をめざすべきである。
(6) ダム
1)提言（委員会）
ダムは、自然環境および地域社会に及ぼす影響が大きいことなどのため、原則として建設しな
いものとし、考えうる実行可能な代替案の検討のもとで、ダム以外に実行可能な方法がないと客
観的に認められ、かつ、住民団体、地域組織などを含む住民の社会的合意が得られた場合に限り
建設するものとする。地球温暖化による気候変動や社会情勢の変化などの不確定要素に対しては
順応的に対応する。ダムの建設を検討する者は、計画策定の早い時期から、少なくとも次の事項
について、徹底した情報公開と説明責任を果たさなければならない。
① ダムの必要性と建設予定地点の選定理由
② 各種代替案の有効性の比較
③ 自然環境への影響、改善策
④ 自然環境の価値を考慮した経済性
⑤ 住民団体、地域組織などを含む住民の判断に必要な事項
さらに、既設ダムの環境改善についても次の対策を求めた。
① 既設ダムの弾力的運用による水位管理
② 既設ダムの環境保全対策（水質改善を含む）
2)基礎原案（河川管理者）
ダムは、水没を伴い、河川環境を大きく改変することも事実である。他に経済的にも実行可能
で有効な方法がない場合において、ダム建設に伴う社会環境、自然環境への影響について、その
軽減策を含め、他の河川事業にもまして、より慎重に検討したうえで、妥当と判断される場合に
実施する。
ダム水源地域の活性化に向けた取り組みを関係機関等と連携して検討する。
事業中のダムについては、ダム計画の方針に基づき、調査検討を行なう。また、調査検討の間
は、地元の地域生活に必要な道路や、防災上途中でやめることが不適当な工事以外は着手しない。
3)意見書（委員会）
委員会は、ダムの役割を十分認識し、その建設を全面的に否定するものではない。基礎原案に
おいて「他の河川事業にもまして、より慎重に検討する」としたことは正しい姿勢と考える。た
だし、「妥当と判断される場合に実施する」の「妥当」の判断のなかに、提言に示した「社会的
合意」が欠けているのは適切でない。
提言では、ダム建設を計画する者が情報公開と説明責任を果たさなければならない事項を指摘
しているが、さらに次の事項についての説明が必要と考える。
① 環境面
基礎原案では、ダム建設の目的に「環境面での利点」を新たに追加している。「琵琶湖の環
境を改善するために、丹生ダムの環境を悪化させる」ことを利点とする環境振替については論
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理性その他において疑問があり、かつ、様々な不可逆的な影響などもあるため、その両者につ
いて最新の科学的知見も取り入れて、慎重に検討する必要がある。
② 治水面
計画高水を決定する際に「確率洪水」と「既往最大洪水」のいずれを根拠にするかという問
題があるが、どのような洪水を位置づけ、それをなぜ採択したのか？を説明する必要がある。
ちなみに、「確率洪水」には、その算定に用いられる①計画規模（年超過確率）②引き伸ば
し率③カバー率のそれぞれに曖昧さがあり、過大であると批判がある。また、「既往最大規模
洪水」に曖昧さはないが、①偶然性に委ねること②社会的重要度などの無視、が問題である。
既往最大洪水を計画高水に採択した理由を明らかにする必要がある。
• どのような大洪水に対しても被害を回避・軽減しようとする場合にダムは優位なのか？ダム
と堤防強化のいずれが有利かの比較が必要。ダムの洪水調節機能には限界がある。ダムの機
能が発揮されるのは集水域からの出水に対してのみであり、計画降雨を越える場合には機能
が低下する。
• 河川対応と流域対応とを併用する場合と比較してもダムが優位なのか？
③ 利水面
• これからの利水に、新たな水資源開発が必要か？
• 新たな水資源開発の理由としている利水安全度低下の科学的根拠
• 例えダムの容量が同等であっても、集水域が離れ、集水面積が異なるダム間で同等の利水機
能の振替が可能な理由
④ 社会・経済面
・ダム本体の建設・維持管理費に加えて、水質改善などの環境対策費、失われる環境の価値、
構造物としての寿命が尽きた場合の対策費等総合的なライフサイクルコストの考慮が必要。
・ダムの建設は、構想時から社会的混乱を巻き起こす。構想されるだけで、社会基盤や河川整
備がなおざりにされる場合が多い。事業中のダムがどのような決着を迎えようとも、この問
題の早期解決をはかる必要がある。
なお、事業中のダムについては、治水面で一定の効果が認められるものの、建設に伴う自然環
境への影響が懸念される。さらに、ダムの有効性として新たに追加された「環境振替」ならびに
「利水振替」については、論理性、同等性に問題がある。従って、事業中のダムについては、い
ずれも中止することも選択肢の一つとし、提言の趣旨を尊重した抜本的な見直しが必要である。
現在、琵琶湖・淀川水系において事業中の個々のダム、すなわち大戸川ダム、川上ダム、丹生
ダム、余野川ダムそして天ヶ瀬ダム再開発に対する意見については、紙数の都合上ここではそれ
ぞれの論点のみ紹介する。現在、これらダム建設にかかる問題については、委員会の中に特別に
設置された専門グループであるダムワーキングにおいて最終的な意見を具申すべく検討中である。
そこでの最大の問題点は次のとおりである。
女治水面：
① 事業中のダムの治水上の有効性の有無。
② ダム以外の代替的方法でも治水目標は達成可能ではないか？
③ 狭窄部の洪水流下能力の精査確認が必要
④ 治水計画の基本を既往最大降雨とするか仮想降雨とするか？
⑤ 基本高水流量が大き過ぎるのではないか？
古利水面
① 水道事業者の相次ぐ水資源確保の見直しによりダム計画における利水計画が破綻を来たし
ている。
② 河川管理者（及び水道事業者）から水需要の精査確認の結果が著しく遅延しているため、
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現時点ではダムワーキングの検討では「新たな水需要は無い」ものとみなす。
※現委員の任期は平成17年1月末日となっているため、これ以上水需要の精査確認が遅れる
と利水の審議ができない。
【個別のダムの主な論点】※印はコメント
□大戸川ダム
① 琵琶湖における急速な水位低下の抑制 ※有効性疑問
② 日吉ダムの利水容量の振替 ※河川管理者が撤回
③ 大戸川の洪水被害の軽減
④ 下流部の浸水被害の軽減
□天ヶ瀬ダム再開発
① 琵琶湖周辺の浸水被害の軽減を目的としたダムの放流能力増大
② 瀬田川洗堰から宇治川塔の島地区に至る区域での流下能力
③ ダム堆砂の排出
□川上ダム
① 上野地区における既往最大規模の洪水による浸水被害の軽減と下流部における浸水被害の
軽減 ※ダムの有効性
② 代替案の検討
・遊水地の掘削拡大
・越流堤高・越流堤長の変更
• 新たな遊水地
・放水路
• 土地利用の規制・誘導などの流域対応
□丹生ダム
① 琵琶湖水位の急速な低下と低水位の長期化の抑制 ※有効性
② 淀川水系における異常渇水時の緊急水の補給 ※洗堰操作見直し
③ 姉川・高時川の河川環境の保全・再生 ※付随的効果
④ 姉川・高時川の洪水被害軽減 ※代替案の検討
□余野川ダム
① 狭窄部上流多田地区の浸水被害の軽減 ※有効性疑問
② ー庫ダムの治水機能強化 ※一定の効果
③ 余野川ダムヘの利水容量の一部の振替 ※有効性疑問
④ 下流部の浸水被害の軽減 ※有効性疑問
(7) 住民参加
1)提言（委員会）
今後の河川整備を実施する上では住民と行政が連携することが重要である。そのためにはまず、
河川管理者は進んで情報を公開する必要がある。また、住民側も自らの情報を行政に提示し、情
報共有できるよう努力が必要である。住民参加による河川管理を推進するため、行政と住民の間
に介在して双方をコーデイネートする河川レンジャーの制度化およびその活動拠点である流域セ
ンターを創設することが望ましい。
2)基礎原案（河川管理者）
河川管理者は、河川に関する情報の積極的な収集と解りやすい情報を発信し、住民との意見交
換が継続的に行なえるような機会を設ける。今後の河川整備計画の推進にあたっては、計画の検
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討段階から住民および住民団体等地域に密着した組織との連携を積極的に行なっていく。その際、
双方はお互いの責任、役割分担等を常に確認する。また、合意形成を目指して、それらの組織を
活かした公正な仕組みを検討するとともに、異なった主体間の意思形成を有効に図るためには、
問題が生じたときだけでなく、日常的な信頼関係を築くことが重要である。その際、行政と住民
の間に介在してコーデイネートする主体（河川レンジャー）の役割も期待される。
3)意見書（委員会）
河川管理者は、委員会が提言に示した住民参加の趣旨を真摯に受け止め、実質的な住民参加の
あり方をめざして模索しながら真剣に努力しており、大いに評価できる。基礎原案には住民参加
の手続きが多く取り入れられてはいるが、その多くは「住民意見を聴く」など、まだ形式的なも
のであるといわざるをえない。今後さらに検討・改善されるべき課題は、つぎの通りである。
① 住民参加のあるべき大綱を明示する。
② 住民意見の反映ならびに社会的合意形成をはかるための客観的な手法を提示する。
③ 対話集会を積極的に開催し改善してゆく。
④ パートナーシップ構築の担い手を育成するために住民の自律による川づくりのための意識向
上活動を積極的に支援する。
⑤ 住民間のネットワーク構築のための基盤整備を行なう。
(8) その他
1)提言（委員会）
新たな河川整備計画の具体化に当って、河川管理者は、関係省庁、自治体、などと進んで協議し、
調整、連携を図ることが重要である。いわゆる縦割り行政を克服し、農林漁業、都市計画その他の
土地利用計画、環境保全と相互に連携した総合的な取り組みがおこなえるようにすること。特に、
想定洪水氾濫区域に人ロ・資産が集中し、水害に対する被害ポテンシャルが急増することが多いが、
治水安全度の低い地域での土地開発を極力抑制する必要がある。
2)基礎原案（河川管理者）
関係省庁、自治体等と連携が必要となる事項については事前に周到な調整を図るが、その中で
明らかになった問題点や課題については、委員会に報告するとともに、広く一般に公開して住民
にその連携施策の妥当性の判断材料を提供する。特に指定区間の河川整備計画策定については各
自治体が行なうが、その際、本計画と整合が取れるよう連携、調整する。
3)意見書（委員会）
提言および基礎原案が目指す「新たな河川整備計画の理念」を具体化するには大臣管理区間を
対象とするのみではなく、指定区間、流域について「言及する」だけでなく、関係省庁、自治体
等に積極的に働きかけるなどして水系全域に適用するようにしなければならない。
エピローグ
淀川水系流域委員会は、発足以来50名を越える多数の委員が2年9ヶ月にわたり、延べ300回を越
える議論を経て、平成15年12月9日に今後の琵琶湖・淀川水系の河川管理のあり方について、これま
での河川整備のあり方を大きく転換すべきとの「意見書」を提出した。委員会における議論の過程や
「中間報告」「提言」、提言に対する近畿地方整備局の「河川整備計画基礎原案」、基礎原案についての
「意見書」、さらに「基礎案」などは委員会、河川管理者のホームページで全て公開されている。また、
委員会の提案に基づき、河川管理者はこれまでにない様々な事業を展開している。その典型的な例が、
河川整備計画策定に当り重要課題について一般意見を聴取するために流域各地で実施しているファシ
リテータを置いた「対話集会」である。
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(1) ファシリテータを置いた対話集会（円卓会議）による意見聴取を流域各地で実施
【対話集会のテーマ】
① 河川敷保全との利用の方向性について
淀川河川事務所管内
京田辺地区（木津川）
枚方地区（淀川）
大阪地区（淀川）
京都地区（桂川）
② 高水敷の保全と利用について
川西地区（猪名JI!)
守山地区（琵琶湖）
③ ダムについて
• 天ヶ瀬ダム再開発について
• 大戸川ダムについて
・丹生ダムについて
• 川上ダムについて
• 余野川ダムについて
図ー 10 河川敷対話集会案内
(2) 整備計画策定を侯たず先行して実施している事業
図ー 9 対話集会イメージ図
あなたも『大戸Ilダム計圃見直し」に
参傭しませんか？
大）uダム円卓弓
意見発言者・傍聴者
. 
ぷ
、｛紀:l:l,嫌浴汎織燥芹顎識総 大笈'"ダJぶ£攀鶉樟粕
図ー 1 ダム対話集会案内
・行政と住民の間に介在してコーデイネートする「河川レンジャー」を流域全域に創設する。
【先行事例】
• 淀川河川事務所管内
• 淀川管内河川レンジャー検討懇談会
• 宇治川・山科川河川レンジャー協議会
• 木津川下流河川レンジャー協議会
• 桂川河川レンジャー協議会
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• 淀川河川レンジャー協議会
• 河川の利用と保全、特に河川敷と水面の利用について委員会を設置し、住民、自治体の意見
を聴きながら利用の適正化を図り河川環境の保全を図る。
【先行事例】
•淀川河川事務所管内
•淀川管内河川保全利用委員会
•木津川下流河川保全利用委員会
•桂川河川保全利用委員会
•淀川河川保全利用委員会
委員会の提案に基づいて展開されているこれらの取り組みは、これまでの河川管理には全くなかっ
た新しい考え方と手法による一般意見聴取・反映の試行であり、住民参加の具体化への勇気ある実践
と委員会は高く評価している。しかしながら、これらの新しい取り組みは、社会実験でもあり、今後
市民団体や地域組織を含む住民と協働で試行を積み重ねつつ常に改善しより優れた住民参加のあり方
を開発してゆくべきである。
今後の流域委員会
近畿地方整備局は、基礎原案において「淀川水系流域委員会は（河川整備計画の）進捗の見直し点
検にあたって意見を聴く機関として継続する。」とした。これを受けて委員会は、委員の任期平成17
年1月末日までは個人の意思で辞任する者を除き、現体制を維持することとした。委員会は第2次委
員会の構成を検討した結果、留任24名に新規補充8名の32名体制の構築を決定し、平成16年9月末に
委員候補推薦委員会を設置して人選の検討を始めた。
(1) 河川整備計画の策定
淀川水系流域委員会と近畿地方整備局は21世紀の新しい河川整備のあり方とその具体的な方策の構
築を目指すという共通認識の下に、従来にない新しい計画策定の手順と新しい審議の形を実践して
「提言」、「意見書」をとりまとめた。委員一同、このいわば「淀川モデル」ともいうべきスタイルが
全国各地の諸条件の違いを越えて、公共事業計画の検討、審議の参考となり、広まり、定着すること
を願うとともに、全国の川にかかわる人々と、この「淀川モデル」に込めた想い・希望を共有したい
と願っている。今後整備局は、基礎原案に対する委員会の意見や住民、自治体の意見を踏まえて修正
し、その他の地域計画等を勘案し、河川整備基本方針の策定後、法令に基く手続きにより河川整備計
画を策定することとなっている。
(2) 淀川水系流域委員会の今後の課題
以上述べたように、淀川水系流域委員会と近畿地方整備局の新たな河川整備をめざした取り組みは、
対話集会等の継続的設置、河川レンジャーの任命など流域委員会の提案が活かされ、「琵琶湖淀川流
域水質管理協議会（仮称）」や「水害に強い地域づくり協議会（仮称）」の設置、など河川管理者の創
意による新たな取組みが注目でき、流域委員会はこれらが今後の河川整備に役立てられることを大い
に期待している。とくに提言が反映されている「河川レンジャー」（仮称）については、各流域に早
期に発足し、具体的な活躍が開始されるよう、また、対話集会についても住民合意に基づく河川整備
を目指して今後も継続して実施することを望むc 委員個人・委員会も側面から支援したいと考えてい
る。
委員会は、河川管理者に「提言」ならびに「意見書」を尊重して、それらを反映した「河川整備計
画」を策定することを期待している。
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